
令和６年９月３日

令和6年度第１回滋賀県感染症連携協議会

滋賀県健康医療福祉部健康危機管理課

滋賀県新型インフルエンザ等対策
行動計画の改定について
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資料４-１



新型インフルエンザ等対策行動計画に関連する感染症法令
法律名 対象 目的 規定内容

新型インフルエンザ等
対策特別措置法

新型インフル
エンザ等

国民の生命及び健康の保護、国民
生活及び国民経済に及ぼす影響を
最小化する

迅速な初動対応のための体制、
経済社会全体にわたる総合的な対策を統一
的に講じるために必要な措置
【行動計画の策定（政府、県および市町】

感染症法
（感染症の予防及び感
染症の患者に対する医
療に関する法律）

国内常在感染
症、輸入感染症
及び新興感染
症

感染症の予防及びまん延防止によ
り公衆衛生の向上及び増進をはか
る

感染症の予防及び感染症の患者に対する医
療に関する必要な措置
【予防計画の策定（県および保健所設置市）】

検疫法
常在しない輸
入感染症のみ

国内に常在しない感染症の病原体
が国内に侵入することを防止する

感染の有無を判定するための検査や、陽性者
を感染症指定医療機関へ搬送し隔離するな
どの検疫措置

予防接種法
免疫が脆弱な
者

感染症の発生及びまん延予防と同
時に、感染症に対する免疫が脆弱
な者の健康を保護する

公的に実施される予防接種の種類や実施の
方法、接種により健康被害が生じた場合の救
済制度等

学校保健安全法
児童生徒等及
び学校職員

学校における児童生徒等及び職員
の健康の保持増進を図り、学校教
育の円滑な実施とその成果の確保
に資する

学校における保健管理、安全管理に関し必要
な事項
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特措法が制定され、当県では、「滋賀県新型インフルエンザ等対策行動計画」を
平成26年3月に策定している。

新型インフルエンザ等対策特別措置法の概要

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）

第１条 この法律は、（～中略～）新型インフルエンザ等対策の実施に関する計画、新型イ
ンフルエンザ等の発生時における措置、新型インフルエンザ等まん延防止等重点措
置、新型インフルエンザ等緊急事態措置その他新型インフルエンザ等に関する事項
について特別の措置を定めることにより、感染症法その他の法律と相まって、新型
インフルエンザ等に対する対策の強化を図り、もって新型インフルエンザ等の発生
時において国民の生命及び健康を保護し、並びに国民生活及び国民経済に及ぼす
影響が最小となるようにすることを目的とする。

第7条
第1項

都道府県知事は、政府行動計画に基づき、当該都道府県の区域に係る新型インフ
ルエンザ等対策の実施に関する計画（以下「都道府県行動計画」という。）を作成す
るものとする。

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）

第10条
第８項

都道府県は、予防計画を定め、又はこれを変更するにあたっては、医療法第30条
の４第1項に規定する医療計画又は新型インフルエンザ等対策特別措置法第7条第
1項に規定する都道府県行動計画との整合性の確保を図らなければならない。



新型インフルエンザ等対策特別措置法の概要（続き）

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）

分類 概要 特徴

新型インフルエンザ等感染症
（感染症法第六条第七項）

新型インフルエンザ
再興型インフルエンザ
新型コロナウイルス感染症
再興型コロナウイルス感染症 ・免疫を獲得していない

・まん延により国民の生命及び健
康に重大な影響を与えるおそれ
がある

指定感染症
（感染症法第六条第八項）

既知の感染症であって、まん延により
国民の生命および健康に重大な影響
を与えるおそれがあるもの

新感染症
（感染症法第六条第九項）

未知の感染症
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新型インフルエンザ等対策特別措置法
第二条（定義）
この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
一 新型インフルエンザ等
新型インフルエンザ等感染症（感染症法第六条第七項）、
指定感染症（感染症法第六条第八項）
新感染症（感染症法第六条第九項）をいう。

新型インフルエンザ等対策特別措置法における「新型インフルエンザ等」の定義



感染症法予防計画と新型インフルエンザ等対策行動計画の関係
・予防計画の対象感染症は行動計画の対象感染症を含む
・行動計画のうち、医療に関する内容は予防計画に含まれる

予防計画との整合性を踏まえ、行動計画の保健医療に関する
部分については感染症対策連携協議会で集中審議いただく
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政府行動計画の改定内容
・新型コロナウイルス感染症対応の経験を踏まえ、初めて抜本的に改正
・新型コロナウイルスや新型インフルエンザ以外も含めた幅広い感染症による危機に対応
・対策項目を6項目から13項目に拡充
・対策時期を5期から3期（準備期、初動期、対応期）に変更

準備期…発生前の段階
初動期…国内で発生した場合を含め、世界で新型インフルエンザ等に位置付けられる可能性がある感染等が発生した段階
対応期…新型インフルエンザ等が発生した旨公表され、対策本部が設置された段階

対応期は、次の４つの時期に分類される。
封じ込めを念頭に対応する時期、 病原体の性状等に応じて対応する時期、 ワクチンや治療薬等により対応力が
高まる時期、特措法によらない基本的な感染症対策に移行する時期

Ⅰ 始めに
Ⅱ 新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的な方針
Ⅲ 各段階における対策
（対策時期を主体とした整理）

これまでの政府行動計画の構成

第1部 新型インフルエンザ等対策特別措置法と政府行動計画
第2部 新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的な方針
第3部 新型インフルエンザ等対策項目の考え方及び取組
（対策項目を主体とした整理）

改定後の政府行動計画の構成
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対策時期の考え方

対応時期の変更にかかる考え方

準備期 ・従来計画では、平時からの準備についての記載が不充分であったため、各項目毎に準備期を独立させて
記載の充実を図るよう変更された。

初動期 ・コロナ対応を踏まえ、グローバル化により新型インフルエンザ等が時を置かずに世界中へ拡散する可能性
が高まっているため、海外発生期と国内発生早期の違いがほとんどな無くなっていることなどから、ウイル
スの性状が分からない段階でも実施する項目を初動期に位置付けるよう変更された。

対応期 ・過去に流行した新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症等以外の呼吸器感染症も念頭に、中長期
的に複数の感染の波が生じることも想定した幅広く対応できるシナリオとし、適切なタイミングで、柔軟か
つ機動的に対策を切り替えることを基本とするよう変更された。

現行計画 未発生期 海外
発生期

国内発生早期 国内感染期 小康期

改定後 準備期 初動期

対応期

封じ込めを念
頭に対応する
時期（B）

病原体の性状
等に応じて対
応する時期
（C-1）

ワクチンや治
療薬等により
対応力が高ま
る時期（C-2）

特措法によら
ない基本的な
感染症対策に
移行する時期
（D）



政府行動計画の改定の概要①

引用元：内閣感染症危機管理統括庁第14回 新型インフルエンザ等対策推進会議資料 8



政府行動計画の改定の概要②

引用元：内閣感染症危機管理統括庁第14回 新型インフルエンザ等対策推進会議資料 9



県行動計画骨子（案）①
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県行動計画骨子（案）②

11



県行動計画骨子（案）③
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新型インフルエンザ等対策行動計画改定スケジュール
区分 R6.7月 8月 9月 10月 11月 12月 R7.1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

国

県

計画改定

有識者
会議開催

連携
協議会開催
（保健医療
分野）

市町説明

庁内・市町・
関係機関照
会

訓練

市町

政
府
行
動
計
画

閣
議
決
定

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

策
定

第
1
回
会
議

（骨
子
案

改
定
方
針
）

Ｒ
６
第
1
回
会
議

（骨
子
案

改
定
方
針
）

６
月
議
会
報
告

改
定
概
要

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

説
明

県行動計画改定作業

市町行動計画の
手引きに基づく
詳細説明

総合訓
練実施

パブコメ

市町行動計画改定準備
改定
作業

意
見
照
会

政府訓練

県
行
動
計
画

事
前
確
認

県
行
動
計
画

報
告

意
見
照
会

改
定

報
告

回
答 報

告

助
言
・

勧
告

市
町
行
動
計
画
の

手
引
き
策
定
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第
２
回
会
議

（素
案
）

第
3
回
会
議

（最
終
案
）

Ｒ
６
第
２
回
会
議

（素
案
）

Ｒ
７
第
１
回
会
議

（最
終
案
）

改
定
通
知



県行動計画の記載の考え方
・政府行動計画で県、市町等が取組む内容を規定しているため、これを準用する

・令和５年１２月に公表した「新型コロナウイルス感染症対策にかかる振り返りについて」における課題や教訓を活かし、必要に
応じ県独自の取組を追加する

政府行動計画

【実施体制（抜粋）】※政府行動計画P6２
・厚生労働大臣は、新型インフルエンザ等が発生したと認めたときは、速やかにその旨を公表す
るとともに、内閣総理大臣に報告する。（略）内閣総理大臣は閣議にかけて、政府対策本部を
設置し（略）公示する。
・都道府県は、直ちに都道府県対策本部を設置する。
・市町村は必要に応じて、対策本部を設置することを検討し、新型インフルエンザ等対策に係る
措置の準備を進める。

県行動計画行動計画

・県は、政府対策本部が設置された場合は直ちに県対策本部を設置する。
・市町は、政府対策本部が設置された場合は、必要に応じて対策本部を設置することを検討し、
新型インフルエンザ等対策にかかる措置の準備を進める。
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